


























　 4　ITと AI の活用


























































和解を含む〕 6回＋証拠調べ 1回＋判決 1回）となる。
　新民事訴訟法の影響を理解するために、以下においては、旧民事訴訟法
下の民事訴訟の平均的モデルを図示する。










































































































































































































































































































































































72　　早法 93 巻 4 号（2018）
通話者及び通話先の場所を確認する必要性があることなどが規定されてい
る（民事訴訟規則91条 4 項・88条 2 項等）。
（ 3）　争点整理の結果の確認
　書面による準備手続は、非公開の手続であるから、「公開主義」（憲法82










































第 1回期日 → 書面による準備手続 → 集中弁論・証拠調べ → 判決

















準備回数 6回）を 4 回程度に縮減することができる。仮に、最低 2通の準
備書面が事前交換される場合には、準備書面作成期間が最低 2通分必要と
なることから、争点整理期日の間隔が若干長くなって約 2月になることを






































































































































































































































82　　早法 93 巻 4 号（2018）





















































































となるか？─」Law＆ Practice 8 号220頁以下（早稲田大学大学院法務研究科臨床法
学研究会、2014年）を参照されたい。
（22）　民事訴訟の事件数は、人口と経済取引の数に左右される。少子高齢化時代では、
生産年齢人口（15歳から64歳まで）が激減するのであるから、予想外のことが起こら
ない限り、自然と民事訴訟は減少する。現在でも、既に飲食業等では、人手不足が深
刻化している。裁判所や弁護士界のみが潤沢な労働力に恵まれるということはあり得
ない。
（23）　書面による準備手続の立法趣旨については、法務省民事局参事官室編『一問一答　
新民事訴訟法』209頁（商事法務研究会、1996年）を参照されたい。
（24）　日本の法曹は、公平（フェアネス）の感覚がグローバル・スタンダードとは少し
違うようである。交互面接和解や電話会議システムを利用した弁論準備等は、このよ
うなフェアネスの意識の乏しさを如実に物語っている。なお、フェアネスの重要性に
ついては、谷口安平・坂元和夫編著『裁判とフェアネス』（法律文化社、1998年）が
詳しい。
（25）　賀集唱ほか編『基本法コンメンタール民事訴訟法 2』135頁〔加藤新太郎〕（日本
評論社、2012年）参照。
（26）　「ディスカッションテーマ」は、判例の射程範囲等の解釈論を含めて口頭の議論
が必要な争点を整理したものである。「ディスカッションテーマ」は、事実整理を中
心とした争点整理案と比べて、法解釈についても議論のテーブルに載せた点に特色が
ある。法解釈や経験則についての議論が少ない日本の民事訴訟の実務を改善するため
である。なお、準備書面交換型の争点整理手法については、西口・前掲注（21）「民
事訴訟改革三本の矢」222頁以下によった。
（27）　法的観点指摘義務については、阿多麻子「法的観点指摘義務─裁判官の行為準則
として」判タ1004号26頁以下（1999年）が詳しい。
（28）　Nコートが提唱した書記官像については、書記官未来研究会「調査官としての
書記官─コートマネージャーの発展─」CourtClerk183号 9 頁以下（2000年）が詳し
い。
（29）　「ハイブリッドモデル」については、西口・前掲注（21）「民事訴訟改革三本の
矢」230頁以下、西口元「争点整理と人証調べとの関係─合理性テストの限界とハイ
ブリッドモデル─」吉村徳重先生古稀記念論文集『弁論と証拠調べの理論と実践』
317頁以下（法律文化社、2002年）を参照されたい。
集中弁論のすすめ（西口）　　85
（30）　集中証拠調べ後の「意見交換」は、当事者に対する不意打ちを防ぐためにも重要
である。これに関連したことであるが、現在の刑事訴訟実務では、証拠調べが終了し
た後、検察官が論告を、弁護人が最終弁論をそれぞれ一方的に述べている。このよう
なことをするので足りるのであれば、裁判官を含めて関係者全員が一堂に会すること
は不要であろう。関係者全員が一堂に会した以上、そこでは、犯罪事実の有無や量刑
等を含めて意見交換をすべきであろう。
（31）　対席和解の重要性については、西口元「和解協議方法を巡る諸問題─調停型和解
から交渉型和解へ」草野芳郎先生古稀記念論文集『和解は未来を創る』155頁以下
（信山社、2018年）を参照されたい。また、交互面接和解の問題点については、石川
明『訴訟上の和解』（信山社、2012年）122頁以下が詳しい。石川教授は、当事者の手
続保障や裁判官の中立性維持の観点から対席和解を提唱された上、裁判官の中立性維
持の観点からは、当事者が交互面接和解を希望しても、それを許すことは、憲法76条
（更には82条等）に違反する旨を力説される。
（32）　AI の進化と活用等については、多数の論考がある。手軽なものとしては、小林
雅一『AI の衝撃─人工知能は人間の敵か』（講談社現代新書、2015年）がある。
